
新
し
く

な
り
ま
す

リニューアルに伴い、４月号は休刊いたします

※ARアプリが対応していない機種がありますの
でご了承ください。※動画コンテンツを見るた
めにはデータ通信容量が必要となります。※動
画コンテンツの肖像権・著作権は大阪府宅地建
物取引業協会にあります。許可のない無断引用
や転載はお断りいたします。
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たくマガ AR
ARってなんだっけ？

 ARを使った新感覚の情報誌へ大変身！

ARとは「A
アグメンティッド

ugmented R
リアリティ

eality（拡張現実）」の略で、現実を仮想的に拡張す
る技術のことです。現実世界の情報にバーチャルな視覚情報を加えて現実環
境を拡張します。例えば、スマートフォンのカメラで写している画像にCGの
映像を重ねて表示すれば、そのCGが実在しているように見えます。

まずはCOCOARアプリを
インストール

COCOARアプリを起動
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COCOARアプリを
誌面にかざすと…

音声付き動画が流れます
のでご注意ください。

5・6月号よりリニューアル！

ARを体験しよう！

が

AR

!?

年10回発行から

年６回発行に

変更になります
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各種表彰受賞者式典及び新年互礼会・表彰受賞者合同祝賀会を開催
新規入会者紹介キャンペーン
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所有者が不明の土地は、開発や復興の妨げになってし
まうことも少なくありません。こういった土地の解消に
向けて、����年（令和�年�月�日）から相続登記の申
請が義務化されることとなりました。以降は正当な理
由なく申請をしないと、相続人には��万円以下の過料
が科せられることになります。今回は、「相続登記の申
請の義務化」のポイントについて解説していきます。

VOL .16

義務化のきっかけとなった、
所有者不明の土地とは。

より簡易に相続登記の申請義務が履行できる、
「相続人申告登記制度」が新設。

　所有者不明の土地とは、「不動産登記簿により所有者が直ちに判明しな
い土地」、「所有者が判明しても、その所在が不明で連絡が付かない土地」
のことを指します。国土交通省の調査によると、����年(令和�年)時点で、
全体の��％を占めており、その理由のうち約��％が相続登記の未了という
状況です。

所有者不明の土地が増え続けている
要因と問題点。

　所有者不明の土地が増加している一因として、現在相続登記は義務で
はなく、申請しない場合も罰せられたり、権利を奪われたりすることがな
いという点が挙げられます。また、遺産分配をしないで相続を繰り返すと、
ねずみ算式に土地の共有者が増えてしまうことも要因です。
　こういった土地は管理されていないことが多いため、景観が損なわれた
り、伸び放題の草木が隣地へ越境してしまったりするなど、近隣へ悪影響
を与えてしまうことが大きな問題のひとつです。また、所有者の探索に膨大
な時間と費用がかかるため、公共事業や復旧事業などの土地の利活用が
阻害されてしまうことにもなりかねません。 ※掲載の内容は����年�月現在のものです。

「相続登記の申請の義務化」を解説！
相続登記の申請義務のルールについて。

➀基本的なルール
　相続（遺言も含む）によって不動産を取得したら、その所有権を取得したことを知った日から�年以内に申請をする
必要があります。ちなみに、相続人が亡くなった日が起算日ではなく、あくまでも所得権を知った日が起算日なの
で、所得したことを知らなければ、�年の期間はスタートしません。

　遺産分割の話し合いがまとまらない場合、相続した不動産は相続人が共有することになります。これまでは、共有状態を
反映した相続登記をするときは全相続人の戸籍謄本などを集める必要がありましたが、����年（令和�年�月�日）より、「相
続人申告登記制度」が新設されることとなり、より簡易に相続登記の申請義務を履行することができるようになります。こ
れは、登記簿上の所有者について相続が開始したこと、自分がその相続人であることを登記官に申し出ることで、相続登記
の申請義務（上記➀基本的なルール）の履行が可能になる制度です。この申し出によって、申し出をした相続人の氏名や住
所などが登録されます。一方、持分の割合は登記されないので、全ての相続人分の戸籍謄本などは必要ないということにな
ります。また、この「相続人申告登記制度」では、�人の相続人が相続人全員分をまとめて申し出をすることが可能です。
　注意点としては、この申し出は正式な相続登記ではないということです。「登記簿上の所有者が亡くなって相続が開始し
た」ということを知らせる範囲にとどまるため、「相続人申告登記」をしただけでは、売却や贈与などの変更の登記はできないとい
う点は認識しておきましょう。

相続登記が義務化されると、これまでそのままにしていた相続財産の利活用や売却を検討する人が増えてくる可能
性が考えられます。これからは、この新たなマーケットの出現を見据えておく必要があるでしょう。

➁遺産分割が成立した場合のルール

　遺産分割の話し合いがまとまって不動産を取得したら、遺産分割が成立した日から�年以内に、その内容を踏まえ
た登記を申請する必要があります。

＜ 正当な理由として考えられること ＞

　➀、➁とも義務となるため、正当な理由なく違反した場合は��万円以下の過料が科せられることになります。なお、
施行日（����年�月�日）以前に相続が発生していた場合でも義務は生じます。ただし、履行期間は施行前からスター
トすることはなく、施行日もしくはそれぞれの要件を満たした日のいずれか遅い日から�年間がカウントされます。

●数次相続※が発生して相続人が増えてしまい、必要な資料の収集や他の相続人の把握に多くの時間を要してしま
う場合
※遺産相続開始後、「遺産分割協議」や「相続登記」が未完のうちに相続人の１人が死亡して、次の遺産相続が開始すること

●遺言の内容について、その有効性や遺産の範囲などが争われているケース
●相続人自身が重病を抱えているなどの事情がある場合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

所有者不明土地の割合

��%

相続登記の未了
��%

住所変更登記の未了
��%

原因
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   information

1-2 …  特集　トレンドコラム
3 …  information

4-9 …  業界の「いま」を知る　
大阪宅建☆ハイライト

10 …  新規入会者紹介キャンペーン
11-12 … 中小企業診断士が解説！

士業コラム

13 … 名探偵たくっちVol.40　
～ことわざアナグラムの謎～

14-16 … 不動産取引Q＆A
～たくっちの実務ノート～

16 … 会員業者限定
弁護士による無料法律相談

裏表紙 … たくマガリニューアルします

　既にご案内のとおり、（一社）大阪府宅地建物取引業協会（以下「大阪宅建」という。）と（公財）不動産流通
推進センター（以下「推進センター」という。）での契約終了に伴い、令和５年５月１日以降も引き続きマ
ニュアルをご利用いただく際には、推進センターと直接利用契約を結んでいただくとともに、継続利用
料金（年間）が必要となります。
※マニュアルのご利用期間は利用者様毎に異なりますが、継続利用料金（年間）について、下記の経過措

置を設定させていただきます。

１．継続利用料金（年間）
継続利用いただく場合の１年目の料金は、経過措置として2,200円/年（税込）です。
２年目以降、引き続き利用される場合は、通常の継続料金（現在は2,530円/年（税込））となります。

２．マニュアルのご利用期間及び経過措置
ご利用期間は利用開始の日から１年単位となっており、１年毎に更新が必要です。
※利用開始日、利用終了日は利用者様ごとに異なります。

　なお、利用終了日30日前に推進センターよりメールにて、
　継続（更新）利用手続のご案内が送付されます。

　詳しくは下記URLのお知らせをご確認ください。

●価格査定マニュアル利用に関するお知らせ（重要）　【会員ページへ要ログイン】
　https://www.osaka-takken.or.jp/members/member-news/2022/11/post-1642.html

価格査定マニュアル利用に関するお知らせ（重要）
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   業界の「いま」を知る！ 大阪宅建 ☆ ハイライト

　各種表彰受賞者式典及び新年互礼会・表彰受賞
者合同祝賀会が１月20日（金）にヒルトン大阪に
て開催されました。
　はじめに、「令和４年度各種表彰受賞者式典」が
行われ、顕彰として、表彰受賞者の名前と功績が
紹介され、高村会長から表彰状が授与されました。
令和4年度の表彰受賞者は以下の通りです（順不
同・敬称略）。

各種表彰受賞者式典及び新年互礼会・表彰受賞者合同祝賀会を開催

令和４年７月　建設関係功労により国土交通大臣表彰

　また、来賓の坂本全宅連会長、大阪
府知事（代理：住宅建築局長）、森大阪
府議会議長、大橋大阪市会議長からご
祝辞をいただいたほか、国会議員や友
好団体の皆様にも多数ご出席いただき
ました。
　髙瀬顧問による乾杯の後は、コロナ

感染症拡大防止対策を講じた上で、各テーブルにおいて新春の門出にふさ
わしい和やかな歓談が繰り広げられました。 
　最後に、門川顧問による閉宴のあいさつをもって、盛会裏に終了いたしました。

神丸　豊さん（東大阪八尾支部） 長尾　敏春さん（北摂支部）
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第６回理事会・幹事会合同会議　報告
【会議】
（一社）大阪府宅地建物取引業協会・
（公社）全国宅地建物取引業保証協会大阪本部
第６回理事会･幹事会合同会議

【日時／形式】
１月27日（金）15時30分～
大阪府宅建会館２階会議室並びにWeb会議「Zoom」

【審議事項】
◆保証協会・令和５年度事業計画（案）に関する件
　原案どおり承認
◆保証協会・令和５年度予算（案）に関する件
　原案どおり承認

◆令和５年度支部への業務委託内容・業務委託費
（案）に関する件

　原案どおり承認
◆定款施行規則・委員会規程・事務局規程の一部改

正に関する件
　原案どおり承認

【報告事項】
◇新入会員承認
◇廃業等による会員資格喪失者
◇宅建協会・令和５年度予算（案）
◇各委員会報告
◇住宅ファイル制度報告

　１月23日（月）、天王殿（大阪市天王寺区）において、大阪宅建協会 名誉役員・OB会新年互礼会が開催されま
した。
　来賓として、難波総務財政委員長にご出席いただき、総勢32名参加のもと、日髙会長から新年の挨拶が行われ、
盛大に新年をお祝いいたしました。
　会場は、現状報告や思い出話で大いに盛り上がり、笑顔こぼれる心豊かな時間となりました。

名誉役員・OB会　令和５年　新年互礼会開催
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　１月11日（水）及び２月20日（月）15時より、「事業承継ゼミ
＆会員交流会」が開催されました。
　地元密着の中小不動産業者を対象に、「長年構築してきた取
引先との関係を終了させたくない」「大切な事業と地域への思
いを担い手として受け継ぎたい」というニーズに寄り添い、五
島洋弁護士（飛翔法律事務所）を講師に迎え、ゼミ＆グループ
ワーク形式で学ぶ全４回のシリーズです。

　第３回は個人保証や税金の落とし穴、いわゆる事業承継の失敗事例を題材に留意点を学び、第４回はコンサル
ティング会社をゲストに迎えた具体的な承継ケースの解説と、第１回からの学びを総括し、将来のために今自社
が行うべきポイントについてまとめました。
　交流会では、講師への質問や参加者同士の意見交換が行われ、参加者からは“豊富な事例で、事業承継のパタ
ーンとそれぞれのメリット・デメリットを整理することができた”“早くから準備をすることの必要性がよくわか
った”“いずれ事業承継にぶつかるが、とても不安だ”等の感想が寄せられました。

　来年度も、大阪宅建協会では、会員企業の持続可能なエリアマネジメントの実現を目指して、売
り手側と買い手側のビジネスマッチングの機会を創出いたします。ご期待ください！

　　　 会員支援事業「事業承継ゼミ＆会員交流会」（第３回･第４回）を開催　　　 

　来年度も、大阪宅建協会では、会員企業の持続可能なエリアマネジメントの実現を目指して、売

　２月９日（木）10時からエルおおさかにて青鳩会主催
「たくっちビジネスフォーラム～万博で広がる私たちの

未来～」を開催し、会員・友好団
体などより100名以上が参加され
ました。
　第１部交流会では、NTTビジネ
スソリューションズ㈱をはじめと
する、業務に関連した商品・サー
ビスの紹介が行われ、最後に参加
者同士による名刺交換会が行われました。
　第２部講演会では、大阪・関西万博をテーマに（公社）2025年日本国際博覧会協会 機運
醸成局長 堺井啓公氏、西日本電信電
話株式会社ビジネス営業本部 水谷美
元氏、（公財）大阪観光局理事長 溝畑
宏氏の講演が行われ、地域経済への波
及効果や現状の取組み、今後の展望な
どについて説明がありました。

🕊青鳩会主催交流会・講演会
「たくっちビジネスフォーラム～万博で広がる私たちの未来～」を開催

堺井啓公氏

溝畑宏氏
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TAKTAS.加盟店募集説明会・加盟店交流会を開催しました
　２月７日（火）大阪府宅建会館にて「加盟店募集
説明会＆加盟店交流会」を開催し、50名近くの大
阪宅建会員・加盟店にご参加いただきました。

　これまで、加盟店募集説明会と加盟店交流会を
別々に開催してまいりましたが、“TAKTAS.のサ
ービス確認”や“加盟後のイメージ”“加盟してよか
ったこと”の共有は、これから加盟を検討される
会員と加盟店双方にとって有益な情報だと認識
し、初の合同開催が実現しました。

　TAKTAS.事業を所管する、会員事業推進委員
会　松下委員長のご挨拶は、TAKTAS.にかける
想い・会員や加盟店への力強いメッセージとな
り、会場のムードは情熱の火が灯ったように高ま
りました。

　サービス概要の紹介では、180社を超える（令
和５年２月現在）TAKTAS.ネットワークの沿革と

「TAKTAS.ブランドのコンセプト」を事例や写真
を通じて確認し、オプションサービスの360°
カメラの撮影実演も行われ、加盟店の皆さまには

「活用可能なツール等の振り返り」の大切な機会に
なりました。

　加盟店体験談では、２名の加盟店代表者にお話
いただきました。（株）財法住建  石井茂さん［な
にわ東支部所属］には「TAKTAS.ブランドの認知
度向上による集客効果」をテーマに“加盟のきっか
けからビジネスに直結した出会いのエピソード”
を、（有）エイショウハウス  浅香隆一さん［堺市支
部所属］には「TAKTAS.堺友の会の取組み～加盟店
間のネットワーク」をテーマに、“地元の加盟店が
一丸となってTAKTAS.カラーで地域一帯を染め
上げるPR作戦等”について語っていただきました。

　グループディスカッションでは、事前回答アン
ケートから作成された「自己PRシート」と自己紹
介を通じて、緊張の面持ちが笑顔に変わるまで、
時間はかかりませんでした。

　名刺交換会＆加盟店交流会では、異なるグルー
プの参加者ともふれ合い、TAKTAS.への希望を
語り合う、和気あいあいとした懇親の場となりま
した。

　参加者アンケートでは、「TAKTAS.が伸びてい
く感じがした」「地区を越えた交流に加盟の意義を
感じた」「グループでの話がとても良く、仕事の案
件の話ができた」などの感想をいただきました。

　今後も、定期的に加盟店募集説明会・加盟店交
流会を開催いたしますので、是非足をお運びくだ
さい！！

詳細ページ・お申込みはこちら

信頼のネットワーク、TAKTAS.どんどん拡大中！
TAKTAS.を一緒に育てませんか。
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新入会員（2022年12月度）　
支　部 商　号 氏　名 免許番号

新大阪 ㈱ツバサエステート 田 中 　 篤 ①64027

北

㈱プロアクト 那 須 　 俊 郎 ①64017

㈲淡路屋 上 田 　 勝 之 ①64023

ATS総合研究所㈱ 竹 中 　 章 ①64036

コスモキャピタル㈱ 髙 橋 　 透 ①64043

中央

㈱Youプラス 﨑 田 　 貴 介 ①64034

国土企画建設㈱ 中 川　 広 一 郎 ①63990

㈱恒和 黄 　 楊 文 鋅 ①64055

㈱スリーエスホーム 仲 田 　 昌 史 ①64076

西

Executive Consulting㈱ 山 方 　 涼 ①64046

テールアップ不動産 尾 上 　 信 也 ①64054

㈱TOYプランニング 大 橋 　 純 也 ①64069

㈱SJ 鮮 于 　 林 ①64064

㈱Lino Real Estate 吉 川 　 英 喜 ①64071

なにわ南
㈱リザレスト 田 村 　 朋 之 ①64061

㈱康達 薛 　 偕 松 ①64031

なにわ京阪
㈱Entrust 山 田 　 瑞 輝 ①64068

㈱アモレ 宮 崎 　 洋 次 ①64057

なにわ東

㈱Leading Group チャン クアン ズン ①64083

㈱NALU 大 岩 　 功 昌 ①64113

㈱イノベーションホーム 林 　 智 也 ①64065

㈱グローブスエステート 野 上 田　 賢 一 ①64044

北摂 ㈱M's BASE 野 上 　 征 幸 ①64049

京阪河内 ベストライフ不動産㈱ 山 本 　 悟 ①64058

東大阪八尾

㈱LC 足 利 　 幸 治 ①64072

㈱Kainan 古 田 　 誠 ①63986

日和建設㈱ 山 下 　 共 子 ①64018

南大阪 ㈱ファイブスターグループ 合 原 　 美 恵 ①64050
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新入会員（2023年１月度）　
支　部 商　号 氏　名 免許番号

新大阪 ㈱トップレベル 横 山 　 祐 太 ①64074

北
㈱エムアイディー 小 野 　 雄 次 ①63750

APU不動産㈱ 村 山 　 怜 也 ①64114

中央 GME㈱ 南 　 再 桓 ①64107

西
㈱弥生法務土地開発 岩 﨑 　 良 信 ①64122

㈱YUGA&CO. 吉 川 　 邦 洋 ①64141

なにわ南
㈱フレックス 石 河 　 由 美 ①64095

㈱悠翔 住 田 　 総 司 ①63982

なにわ京阪 アフリカ㈱ 木 村 　 剛 和 ①64088

なにわ阪南 ㈱ミライズエステート 竹 村 　 龍 巳 ①64097

北摂 Goofee HOME 北 原 　 政 修 ①64098

北大阪

㈱NARI 成 海 　 鈴 ①63926

㈱Advance 岡 田 　 千 ①64091

㈱アイリス 水 谷 　 治 朗 ①64138

東大阪八尾

㈲エヌシー・アイ 岩 永 　 成 生 ①64121

㈱ユニークネス 友 田 　 琢 ①64101

㈱グローバルユニット 松 井 　 仁 美 ①64040

㈱ベネフィット 清 水 　 潤 一 ①64134

南大阪 ㈱Senda's Japan 知 念 　 寛 ①64108

泉州
亜細亜教育・投資㈱ 邵 　 潔 大臣①10282　　

㈱キトミ 結 城 　 大 樹 ①64105

・2023年１月入会時点の情報です。
・2023年１月末現在の会員数は　正会員8,436名　準Ａ　670名　準Ｂ　5,432名

※最新の会員情報は、大阪宅建Webサイトの会員検索よりご確認ください。
　「商号」もしくは「氏名」により、キーワード検索を行ってください。
　　　　　　　         　　　　        大阪宅建Web会員検索トップページ→
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大阪宅建協会では、新規入会者の紹介キャンペーンを実施いたします。
新規入会される方が、
大阪府宅地建物取引業協会
全国宅地建物取引業保証協会 大阪本部
大阪府宅建政治連盟 の３団体へ同時入会していただくことで、紹介いただきました方（大阪宅建正会員）へ

３万円分の商品券をお送りさせていただきます。（本店の新規入会時のみ）
また、紹介により入会いただきました新規入会者様には、アクリル製の業者票及び報酬額表をプレゼントいたし
ます。

大阪宅建協会の皆様へ

キャンペーン概要
【お申し込み方法】
①入会希望者様が「入会者紹介シート」にご自身の氏名、商号を記入・署名し、紹介者様へお渡し下さい。
②紹介者様が「入会者紹介シート」にご自身の氏名、連絡先等を記入し、入会希望者様へお渡し下さい。
③入会希望者様が入会申請書類とあわせて記入・署名済の「入会者紹介シート」を支部受付窓口へ提出して

下さい。　※入会希望者様の署名部分は必ず自筆で署名をお願いいたします。
入会審査後に３団体へ同時入会していただきましたら紹介者様へ商品券をお送りいたします。
※「入会者紹介シート」は大阪宅建協会のWebサイトの会員専用ページからダウンロードして頂けます。

【キャンペーン要件】
実施期間中に紹介いただいた入会希望者様（本店の新規入会時のみ）が、大阪府宅地建物取引業協会、
全国宅地建物取引業保証協会 大阪本部、大阪府宅建政治連盟の３団体同時入会の場合に対象となります。
入会希望者様１名につき紹介者様は１名までに限ります。２名以上の紹介者様は対象外となります。
なお、紹介者様に宅建協会等の会費の未納や未解決の苦情申出がなされている場合は対象外となります。

入会希望者様が３団体に同時加入で
紹介者様に商品券３万円分
新規入会者様に業者票・報酬額表を
贈呈いたします！

【実施期間】
2023年４月１日～ 2024年３月31日
※2024年３月本部入会審査承認分まで
※予算が無くなり次第終了いたします。

一般社団法人　大阪府宅地建物取引業協会　組織委員会
〒540-0036
大阪市中央区船越町２丁目２番１号 （大阪府宅建会館）
TEL：06-6943-0621　　  　FAX：06-6946-0320
入会専用フリーダイヤル：0120-728-810
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　ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）は、単にデジタルツールを導入することではな
く、企業が特定の目的を達成するための手段と捉える必要があります。
　不動産業界においても「不動産DX」という言葉がよく聞かれるようになりましたが、ここ
では業界の現状や概要、サービスについて見ていきましょう。 

不動産業界でもDXへの注目度がアップ

　不動産業界のDXへの取り組みは、比較的遅れてい
るとされていました。そのような中、2022年８月に
公開された「不動産業界のDX推進状況調査※」による
と、DXの推進について、「強く推進すべき」（29.9％）、

「推進すべき」（33.2％）、「状況に合わせて推進すべ
き」（35.4％）となっており、推進に肯定的な意見は合
わせて98.5％となっています（●グラフ１「DX推進に
ついての意見」参照）。また、社内での取り組みにつ
いては「取り組んでいる」は31.9％となっており、取
り組む予定の38.5％と合わせると実に７割近くがDX
を現実的に捉えていることになります（●グラフ２

「社内におけるDXへの取り組み」参照）。

　「DXに取り組んでいる（いた）」という回答のうち、
DXへの取り組み期間が「３ヶ月未満」～「３年未満」の
割合は８割弱となっており、コロナ禍で必要に迫ら
れ、急速にDXが広がっているという実態が浮かびあ
がってきました（●グラフ３「DXに取り組んでいる、
または取り組んでいた期間」参照）。
　従来ITサービスの導入は多額のお金や時間がかか
るものでした。しかし、情報技術や人工知能の発達
にともなって、不動産関連業務やサービスへ取り入
れやすくなったことも要因のひとつと考えられます。

DX推進についての意見 社内におけるDXへの取り組み

　不動産業界においても「不動産DX」という言葉がよく聞かれるようになりましたが、ここ

むずかしくないＤＸ　多額の費用をかけずに業務を劇的に改善！
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不動産DXのサービスについて

　不動産DXは下記のように分類されます。
① 売物件と買主、貸家と借主のマッチングや、その

取引に伴う、建材、金融、人材を結びつけるマッ
チング系サイト

② 価格査定などに活用できる不動産のビッグデータ
分析サービス

③ 電子契約システムなどの業務効率化系サービスな
ど。

　これらについては、宅建協会会員業務支援サイト
「ハトサポBB」のサービス内容を想像していただくと
分かりやすいかもしれません。
　ちなみに、「不動産業界のDX推進状況調査」による
と、特に「ウェブ会議システム」「内見予約システム」

「AI査定システム」「IT重説のためのシステム」「電子申
込システム」の満足度が高くなっており、この結果か
ら、DXによって不動産業務に高い効果が得られてい
ることが分かります。

クラウドを活用し、会計や人事労務も効率的に

　ほかにも、クラウド会計システムを活用し、スマ
ートフォンで撮影した領収書を取り込んだり、銀行
口座の入出金情報と連携したりすることで、業務の

効率化が望めます。また、クラウド人事労務を活用
すると、従業員の勤怠管理から給与計算、給与明細、
年末調整まで一元管理できるようになります。
　クラウドは、固定のパソコンだけでなく、従業員
それぞれのスマートフォンからアクセスできるとい
う特徴もあります。外出先から過去の取引価格を確
認したり、勤怠時間の入力を移動時間中に済ませた
りなど、これまで事務所にいなければできなかった
ことが場所を選ばずこなせるのも注目すべきポイン
トでしょう。こういった取り組みで、営業行為や顧
客のフォローに多くの時間がさけるようになります。
　IT補助金が使えるサービスも増えていますので、
DXを活用した業務の見直しを行ってみてはいかがで
しょうか？

※アンケート概要
・調査名：不動産業界のDX推進状況調査
・アンケート実施：不動産テック４社・２メディア
・実施期間：2022年６月16日（木）～７月７日（木）
・回答数：766名
・調査対象：不動産管理会社、不動産仲介会社を中

心とした不動産関連事業者
・実施方法：インターネットによる調査
☆構成比の合計は、四捨五入の関係で100％となら

ない場合があります。

DXに取り組んでいる、または取り組んでいた期間

中小企業診断士　　石川　佐知子
複合印刷機のメーカーに勤務し、従業員が業務で使用するITインフラサービスの企画・運営に従事。退職後、
経済産業大臣登録の中小企業診断士として神奈川県中小企業診断協会に所属。組織・人事マネジメント、
業務可視化、IT活用を主として企業診断および支援を行っている。
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名探偵たく
っちV

ol.40

名探偵探偵探 たくっ
ちVoVoV l

.440 プレゼントをリニューアル！

プレゼント
正解者の中から抽選で２名様に、
「JCBギフトカード5，000円分」をプレゼントします。
解答はWebフォームでご応募ください。

https://forms.gle/1B66zc96aND6kFUUA

リニューアルリニューアルリニューアル！！！！！
JCB

ギフトカードを
2名に進呈

2023年４月20日（木）23:59受付分まで有効とし、商品の発送をもって当選者
の発表とさせていただきます。
ご記入いただいた個人情報は商品発送のために使用いたします。

Webフォームはこちら

Webフォーム

Q. 次の文章は、ことわざの文字を並べ替えたものです。それぞれ

元のことわざに戻し、五十音順

に並べ替えたときに３番目にな

ることわざの番号を答えてくだ

さい。

※「、」「？」は答えに含みません。

①赤くした手まり寿司、佳作

②え？父の宝物、芯？

③働く風に気取る若

④はて？てか、魔法ね

⑤図形にシミや

あか て しず さくか

ちち たからもの しん

はたら ふう き ど わか

ま ほう

ず けい【例】
ここ二番

にばん
ね 猫

ねこ
に小判

こばん

解答 前回の答え

＋ ＝8 179
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   不動産取引Q＆A　～ たくっちの実務ノート ～

サブリース中の物件の売買の媒介に際し、入居者（転借人）の１人から、「私達の
権利（転借権）は、貸主（オーナー）が転貸借を承諾しているので、競売がなされ
た場合でも、競落人に対抗できる（そのまま住んでいられる）と考えているが、
それは正しいか」という質問があった。その理由は、昭和８年の大審院の判例に、
そのような記述があるからだというものである。その入居者（転借人）の言うこ
とは、正しいか。

Question

事　実　関　係
　当社は、このたびサブリース中の物件の売買の媒介をするが、入居者（転借人）の１人から、

「私達の転貸借は、賃貸人（オーナー）が承諾している転貸借であるから、物件が競売された
場合にも、その譲受人となる競落人に対抗できる（そのまま住んでいられる）転貸借だと考え
ているが、その考え方は正しいか」という質問があった。
　そこで、その理由を聞いたところ、転借人は、「転貸借の当時に賃貸人（オーナー）の承諾
を得れば、その賃貸借が第三者に対する対抗要件を備えている限り、転貸借について対抗要
件を備えていなくても、賃借物の譲受人に対し転貸借の適法を主張できる」という大審院の
判例（昭和８年７月７日）があるからだというのである。

サブリース物件の売買に伴う
入居者（転借人）の立場

この入居者（転借人）の考えていることは正しいか。
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理 由 と 解 説
　大審院の判例で言っている「譲受人」には、
通常の売買などによる「譲受人」のほか、抵
当権の実行による「競落人」なども含まれる。
したがって、賃借人（サブリース業者）に対
抗できる抵当権者―すなわち賃借人（サブリ
ース業者）が賃貸人（オーナー）との賃貸借契
約に基づいて物件の引渡しを受けるより前
に、抵当権の登記を経由した抵当権者―が
申し立てた競売による競落人には転借権を
対抗することはできない。なぜならば、転
借権はあくまでも賃借権の範囲内で成り立
つ権利であるから、賃借権が競売によって
消滅してしまえば、転借権も消滅してしま
うからである。
　しかし、【回答】の結論で述べたとおり、
今回の売買（オーナーチェンジ）によって従

Answer
１．結　論
　この入居者（転借人）が言っている「競落人に対抗できる」という意味が、今回の売買（オー
ナーチェンジ）によって「新たなオーナー（賃貸人）と金融機関との間で設定される新たな抵
当権」の実行による競落人に対抗できるという意味であれば、現在すでに入居している転借
人に対しては、正しいといえる。しかし、その抵当権の実行が、抵当権の移転などによる従
前の抵当権の実行であったり、新たな抵当権の実行であっても、その新たな抵当権の登記の
あとに入居した転借人に対しては、正しいとはいえない。

前の抵当権が抹消され、新たなオーナーと
金融機関等との間で新たな抵当権が設定さ
れるのであれば（それが通常であろうが）、
その抵当権の登記の日より前に入居してい
る現在の入居者（転借人）はすべて抵当権者
に対抗できる転借人ということになる。
　なお、本件のような入居者のいるサブリ
ース物件のオーナーチェンジが行われた場
合には、特段の事情がない限り、旧オーナ
ーとサブリース業者との間の賃貸借契約が
そのまま新オーナーに引き継がれるので（後
記【参照判例】参照）、オーナーが代わったか
らといって、賃貸借契約書や転貸借契約書
を新たに書き替えるという必要は、当然に
は生じない。 

　　　　参 照 条 文
○民法第612条（賃借権の譲渡及び転貸の制限）
　①賃借人は、賃貸人の承諾を得なければ、その賃借権を譲り渡し、又は賃借物を転貸することができない。
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○借地借家法第31条（建物賃貸借の対抗力等）
建物の賃貸借は、その登記がなくても、建物の引渡しがあったときは、その後その建物について物権を取得し
た者に対し、その効力を生ずる。

2212-B-0312　掲載日：2022年12月　公益財団法人不動産流通推進センター「不動産相談」より引用 
 ※参照条文は当時のものです。

　権利どうしの勝ち負け（優劣）は、民法その他の法律に特別の定めがない限り、その権利
の対抗要件を先に備えたほうが勝つことになる。競売の競落人（正しくは「買受人」）は、抵
当権者の立場と同じであるので、抵当権と建物賃借権の優劣は、抵当権の第三者対抗要件
であるその登記と建物賃借権の対抗要件である「引渡し」（占有）のどちらが先かで決まる。
そして、この原則の例外であった「短期賃貸借の保護」の制度は、競売妨害の手段として悪
用されていたことから、平成16年の民法改正で廃止された。

　　　 参 照 判 例 ①
○最判平成11年３月25日判時1674号61頁
　自己の所有建物を他に賃貸して引き渡した者が、右建物を第三者に譲渡して所有権を移転した場合は、特段
の事情のない限り、賃貸人の地位もこれに伴って当然に右第三者に移転し、賃借人から交付されていた敷金に
関する権利義務関係も右第三者に承継されると解すべきであり、右の場合に、新旧所有者間において、従前か
らの賃貸借契約における賃貸人の地位を旧所有者に留保する旨を合意したとしても、これをもって直ちに前記
特段の事情があるものということはできない。

監 修 者 の コ メ ン ト
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リニューアルに伴い、４月号は休刊いたします

※ARアプリが対応していない機種がありますの
でご了承ください。※動画コンテンツを見るた
めにはデータ通信容量が必要となります。※動
画コンテンツの肖像権・著作権は大阪府宅地建
物取引業協会にあります。許可のない無断引用
や転載はお断りいたします。

注
意
事
項

たくマガ AR
ARってなんだっけ？

 ARを使った新感覚の情報誌へ大変身！

ARとは「A
アグメンティッド

ugmented R
リアリティ

eality（拡張現実）」の略で、現実を仮想的に拡張す
る技術のことです。現実世界の情報にバーチャルな視覚情報を加えて現実環
境を拡張します。例えば、スマートフォンのカメラで写している画像にCGの
映像を重ねて表示すれば、そのCGが実在しているように見えます。

まずはCOCOARアプリを
インストール

COCOARアプリを起動

STEP
1

STEP
2

STEP
3

COCOARアプリを
誌面にかざすと…

音声付き動画が流れます
のでご注意ください。

5・6月号よりリニューアル！

ARを体験しよう！

が

AR

!?

年10回発行から

年６回発行に

変更になります

PCからは
検索大阪宅建協会
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協会ＨＰに簡単アクセス

（公社）全国宅地建物取引業保証協会大阪本部
（一社）大阪府宅地建物取引業協会

各種表彰受賞者式典及び新年互礼会・表彰受賞者合同祝賀会を開催
新規入会者紹介キャンペーン
たくマガがリニューアルします

トレンドコラム
「相続登記の申請の義務化」を解説！
トレンドコラム
「相続登記の申請の義務化」を解説！特集特集

人・すまい・地域をつなぐ懸け橋

3
march

vol.645

2023

vol.64532023


